
平成 23年度年次報告

課題番号：5002

（１）実施機関名：

（独）産業技術総合研究所

（２）研究課題（または観測項目）名：

地下水等総合観測による地震予測精度の向上

（３）最も関連の深い建議の項目：

1. 地震・火山現象予測のための観測研究の推進

（1）地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化

ウ．東海・東南海・南海地域

（４）その他関連する建議の項目：

1. 地震・火山現象予測のための観測研究の推進

（1）地震・火山現象のモニタリングシステムの高度化

イ．地震発生・火山噴火の可能性の高い地域

（3）地震・火山現象に関するデータベースの構築

イ．地震・火山現象に関する情報の統合化

2. 地震・火山現象解明のための観測研究の推進

（2）地震・火山噴火に至る準備過程

（2-1）地震準備過程

ア．アスペリティの実体

イ．非地震性滑りの時空間変化とアスペリティの相互作用

（3）地震発生先行・破壊過程と火山噴火過程

（3-1）地震発生先行過程

ア．観測データによる先行現象の評価

イ．先行現象の発生機構の解明

（５）本課題の５か年の到達目標：

　紀伊半島～四国周辺に、8点の新規地下水等総合観測施設を整備して合計 20点とする。東海・東南

海・南海地震想定震源域の深部周辺で発生するM6-6.5相当の短期的ゆっくり滑りを準リアルタイムで

検出するシステムの構築。短期的ゆっくり滑りに伴う地下水変化の検出とそのメカニズム解明、過去

の南海地震前の地下水位低下メカニズムの推定。

（６）本課題の５か年計画の概要：

・平成 21－ 25年度：新規観測網（8点）の整備。短期的ゆっくり滑りや地震に伴う地下水・地殻変動

の検出と解析。過去の南海地震前後の地下水変化・海水面変化等を系統的に調査する。

・平成 22-24年度：短期的ゆっくり滑り自動検出システムの開発。



・平成 24-25年度：短期的ゆっくり滑り活動度変化の把握。過去の南海地震前の地下水変化のメカニ

ズム推定。

（７）平成 23年度成果の概要：
　前兆的地下水位変化検出システムを引き続き東海地方で運用した。産総研の歪データと防災科研の

傾斜データを統合して解析し、短期的スロースリップ (短期的 SSE)の検出精度を向上させ、推定した

断層モデルについて、判定会や地震調査委員会等の各種委員会への報告を開始した。遠地地震波で短

期的 SSEが誘発される現象があることを紀伊半島で見いだして報告した（図 1）。周期から考えて、次

の発生が近いと予想される時に遠地地震波が来ると誘発すると推定できる。

　2011年東北地方太平洋沖地震後に、日本全国で地下水位や水圧等が低下する現象が多数認められ

た。同地震によって、日本の広い範囲で体積歪が増加（地盤が伸張）したことが主な原因と考えられ、

それらをとりまとめて報告した（図 2）。1946年南海地震の直前に目撃された海水位変動から、地殻の

変動量を推定するため、高知県須崎市の港湾内の 8カ所において海水位変動の観測を行った。東北地

方太平洋沖地震による津波の観測結果から、直前の地殻変動は目撃された海水位変動の 10数分の１と

推定された。

　2010年チリ地震の表面波によるダイナミックな体積歪変化による地下水圧変化に周波数依存性があ

ることを日本の観測井戸において検出し、多孔質弾性論を新たに発展させることで観測結果を理論的に

説明した。地震前後の地下水や化学成分濃度の変化についての最近の研究成果のレビューを行なった。
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（９）平成 24年度実施計画の概要：
　国の東海地震予知事業の一環として引き続き前兆的地下水位変化検出システムを運用する。東南海・

南海地震予測のための地下水等総合観測点を新たに２カ所整備する。産総研のデータと防災科研のデー

タとの統合的解析を継続し、短期的ゆっくり滑り（SSE）と微動の時空間的な位置の決定精度を向上

させる。また、短期的 SSEの自動検出の手法を検討する。1946年南海地震前の地殻の上下変動曲線の

精度向上のため紀伊半島・四国での聞き取り調査を行う。台湾成功大学との共同研究「台湾における

水文学的・地球化学的手法による地震予知研究」を引き続き推進し、産総研にて第 11回ワークショッ

プを開催する。台湾南部の地下水位観測データの解析結果をとりまとめる。

（10）実施機関の参加者氏名または部署等名：
活断層・地震研究センター 　地震地下水研究チーム

他機関との共同研究の有無：有

気象庁、防災科学技術研究所、名古屋大学、京都大学、鳥取大学、神奈川県温泉地学研究所、台湾

成功大学等

（11）公開時にホームページに掲載する問い合わせ先
部署等名：活断層・地震研究センター地震地下水研究チーム

電話：029-861-3656

e-mail：tectono-h1@m.aist.go.jp

URL：http://unit.aist.go.jp/actfault-eq/tectonohydr/

（12）この研究課題（または観測項目）の連絡担当者
氏名：小泉尚嗣 　

所属：活断層・地震研究センター



図 1 (a)2009年 3月 10日～24日の紀伊半島中部の ICUという観測点における気圧・降雨量。 (b)同期間の ICU
における水平 4成分の歪（ひずみ）の変化 (1時間値)。 (c)同期間の紀伊半島中部における深部低周波微動の個
数。 (d)地球固体潮汐・海洋潮汐荷重が、誘発された短期的 SSE（短期的ゆっくり滑り）の断層面におよぼすΔ
CFS(クーロン破壊応力変化)の計算結果。Δ CFSは断層面の破壊を抑制する法線応力 (抑制する方向を負とする)
と、促進する剪断応力 (促進する方向を正とする)等によって計算され、断層面の破壊促進・抑制の指標となる。
正の値は促進する事を示す。 (e)2009年 3月 20日 2時～4時間の ICUにおける水平歪の 1秒毎の変化。緑・赤・青
色は周期 50秒の、茶色は周期 4000秒のローパスフィルターをかけている。表面波であるラブ波・レーリー波が
到達する頃から、ゆっくりした歪変化が始まっていることが分かる。 (f)同期間の地震速度波形 (上下動)。2-10Hz
のバンドパスフィルターをかけている。

　地震波が到来した時間、Δ CFSは半日周期の潮汐変化のピークであったが、1週間程度前のピークの値よりは
低い。仮に潮汐による応力変化が短期的 SSE誘発の主因であったとすると、1週間程度前に短期的 SSEが始まっ
ているはずである。また、この地域における短期的 SSEの活動間隔は 120± 20日であるが、この短期的 SSEが
発生したときの前回からの経過時間は 137日であり、応力蓄積が進んでいたと推測される。これらのことから、表
面波が最後の一押しになって短期的 SSEが発生したことが分かった (Itaba andAndo,2011)。



図 2産総研の観測井における、東北地方太平洋沖地震後 1日間での地下水位・地下水圧・自噴量変化。上図には、
地震の断層変位による静的な体積歪変化の分布と 4観測点（5観測井）での地下水位・自噴量変化を示す。下図に
は東海・近畿・四国の 48観測点（82観測井）での地下水位・地下水圧・自噴量変化を示す。複数の観測井がある
観測点では、観測点ごとに深い観測井から順に 1, 2, 3と通し番号を付けて、観測点番号を付けた矩形の中にそれ
ぞれの観測井での変化を示している（北川・小泉，2012）。
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